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はじめに

はじめに

本市では、主要な経営資源の中でも、「人」（職員）こそが最大の「財産」で
あるとの認識に立ち、その職員に潜在する能力や可能性を最大限に引き出し、職
員のやる気や向上心を高めるとともに、その結果が組織全体の底上げ、職員満足
度の向上、ひいては市民満足度の向上につなげることを目的として、平成２７年
２月に廿日市市人材育成基本方針を策定し、採用、配置、能力開発、評価等の人
事諸制度を活用しながら計画的・総合的な人材育成に取り組んできました。

その後、人事評価制度の導入、女性活躍推進に向けた取組の推進、働き方改革
を推進するための長時間労働の是正、ワーク・ライフ・バランスの推進、パワー
ハラスメント防止のための雇用管理上の措置の義務付け等、公務員制度を取り巻
く状況が大きく変化しています。

また、今般の新型コロナウイルス感染症の流行を契機として、デジタル技術を
活用した働き方や市民サービスの提供など、デジタル社会の実現に向けたDX（デ
ジタルトランスフォーメーション）の取組が推進されています。

さらに、若い世代を中心に「仕事」や「家庭・プライベート（私生活）」に対
する価値観の変化・多様化が進み、柔軟な働き方やライフスタイルを選択できる
など、職員の意識の変化を捉えたアプローチを講じていくことが求められていま
す。

今後、少子高齢化の進行に伴う生産年齢人口の減少により、必要な人材の確保
が困難となる中、これまで提供している行政サービスに加え、人口減少や少子高
齢化が急速に進行することにより高度化・複雑化する新たな行政課題や住民ニー
ズに的確に対応するためには、人材を確保・育成し、これまで以上に、限られた
人材を最大限に活用し、さらに組織力の向上を目指す取組の重要性がますます高
まっています。

こうした本市を取り巻く社会経済情勢等の変化や、総務省の「地方公共団体に
おける今後の人材育成の方策に関する研究会」の令和２年度報告書を踏まえ、人
材育成の取組を総合的に推進する上で必要となる、①人材確保、②人材育成、③
適正配置・処遇、④職場環境の整備の四つの要素を体系的に位置付けるとともに、
令和３年７月に策定した「第６次廿日市市総合計画後期基本計画」、「行政経営
改革指針」、「中期財政運営方針」、「定員管理計画」等と連関性を持たせるこ
とにより、人材育成の取組を計画的に実効性高く進めていくため「人材育成基本
方針」を改定します。
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第１章 人材育成基本方針の目的

第１章 人材育成基本方針の目的

１ 人材育成基本方針の目的

市役所の存在意義は、「住民福祉の増進」（地方自治法第１条の２）であり、
「最少の経費で最大の効果」（同法第２条第１４項）を挙げて、「能率的な行
政の確保」（同法第１条）に努めることとされています。

効率的で効果的な行政経営がクローズアップされるのも、最終的には、住民
サービスの向上を目的とするためであり、本市は、合併を契機に、全国的な課
題である少子高齢化や人口減少などへの対応はもとより、第6次総合計画の基
本理念である、「市民一人ひとりが幸せに暮らせるまちづくり」を実現するこ
とを重要な使命としています。

そして、その総合計画を支えるための、行政経営の方向性を示した「廿日市
市行政経営改革指針」を令和３年６月に策定し、地域の特色を生かした個性の
ある自立したまちづくりを進めるため、また、最少の経費で最大の効果を上げ
るため、自らさまざまな計画の策定と、その計画を実行・評価・改善する「マ
ネジメントサイクル」に基づく効率的・効果的な行政経営に取り組むこととし
ています。

この取組を着実に進めていくためには、限られた経営資源である「人」、「物」、
「金」を最大限活用して市民満足度の向上を図る必要があり、この主要な経営
資源の中でも、「人」は感情や意欲を持っているため、育成や活用方法で発揮
される力は大きく変化します。

この方針では、経営資源として「人」（職員）こそが最大の「財産」である
との認識に立ち、

● 互いに思いやりを持ち、
● 健康でいきいきとやりがいをもって仕事に取り組み、
● やる気や向上心を高め、
● 潜在能力や可能性を最大限に引き出し、
● 創意工夫によって、変化をおそれず、挑戦し、
● 組織全体の底上げ、組織力の向上を図ることで

その結果が職員満足度の向上につながり、究極的に住民福祉の向上を図ること
（市民満足度を高めること）を目的として、「人材確保」、「人材育成」、「適
正配置・処遇」及び「職場環境の整備」の四つの要素を有機的に結び付け、組
織力の向上を図る「廿日市市人材育成基本方針」を定め、計画的・総合的な人
材育成に取り組みます。
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２ 各種計画及び人材育成基本方針の関連
次のとおり、各種計画、指針及び方針を踏まえ、廿日市市人材育成基本方針

を策定します。

【まちづくりの基本理念】
『市民一人ひとりが幸せに暮らせるまちづくり』

【まちの将来像】
『挑戦！ 豊かさと活力あるまち はつかいち ～夢と希望をもって世界へ～』

廿日市市人材育成基本方針

【人材育成の目的】
～廿日市市の未来を切り拓く職員を育成する～

【施策の方向性】
『協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の育成』

【目標・目的】
『持続可能な財政基盤の構築』

【基本方針】
『時代に合った執行体制の整備』
『職員数の最適化』

中期財政運営方針 定員管理計画

協働によるまちづくり推進計画

第６次廿日市市総合計画

行政経営改革指針

【共通の理念】
『すべては市民のために』

【職員が大切にする三つの視点】
① 現場起点

現場の情報を起点に、物事の把握、必要な課題の抽出など、それを改
善していくプロセスを大切にし、そのプロセスの積み重ねをノウハウへ
と転換し、組織力、職員力の向上を図ります。

② 全体最適
時代に即しているか、顧客のニーズを捉えているかなど外部環境の変

化に目を向け、全体最適の視点で経営資源（人、物、財源、情報、時間、
文化）を配分し、事業の選択と集中を図ります。

③ 成果重視
総合計画に掲げた将来像を達成するためには、事業を実行するだけで

なく、業務の改善と人材の育成を通じてより効率的かつ効果的に組織を
運営していけるよう、組織目標に基づくＰＤＣＡのマネジメントサイク
ルを確実に推進していきます。

【あるべき姿】
「信頼」される行政経営
「対話」を重視する行政経営
「協働」による行政経営
「効率的」な行政経営
「進化」する行政経営
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第２章 人材育成基本方針の全体像
１ 人材育成基本方針の全体像

人材育成の目的を達成するため、「求められる職員像」及び「職員に求められる
能力」の二つを掲げるとともに、総務省が発出した、地方公務員の人材育成につい
ての報告書を踏まえ、廿日市市職員の人材育成を進めていきます。
なお、本方針の推進期間は、平成２７年２月から当面１０年間（令和８年３月ま

で）とします。

【人材育成の目的】
～廿日市市の未来を切り拓く職員を育成する～

廿日市市人材育成基本方針

【職員に求められる能力】
規律性、政策形成能力、企画力、取組
姿勢、組織運営能力、責任感、チーム
ワーク、交渉力・調整能力、対話力、
リスク管理能力、業務遂行能力、人材
育成

【求められる職員像】
▶ はつかいちに愛着・誇りを持ち、地域に
貢献できる職員

▶ 市民に信頼される職員
▶ 相手を思いやり、職員や組織の連携を大
切にする職員

▶ 自ら学び、考え、実践し、成長し続ける職
員

▶ コスト意識と経営感覚を備えた職員

人材育成の推進に必要なポイント

総務省「地方公共団体における今後の人材育成の方策に関する研究会（令和２年度報告書）」
◎ 組織にとって重要な職員を「人財」として職員を育成し、限られた「人財」を最大限に活用
することによって、組織力の向上を図る。

◎ 「人材確保」、「人材育成」、「適正配置・処遇」及び「職場環境の整備」の四つの要素を
有機的に結び付け、体系的な人事管理を行うことにより、組織力向上の好循環を生み出す。

◎ 四つの要素を体系的に位置付け、実情に応じた取組を定めるとともに、中長期的な計画と連
関性を持たせることにより、計画的に、実効性高く進めていく。
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２ 効率的・効果的な人材育成
第６次総合計画、行政経営改革指針等に掲げる「人財」（職員）の育成を進め

るだけでなく、社会経済情勢の変化に柔軟かつ弾力的に対応できる組織体制を
構築していくことも必要です。
また、常に改善し、進化し続ける人材、組織風土をつくるためには、目標や

価値観を組織全体で共有し、トップダウンによる迅速かつ的確な意思決定とボ
トムアップによる職員の取組がうまく連携されていることが大切です。
そのためには、○部局長等の組織目標宣言、○人事評価制度による業績目標、

○事務事業マネジメントシートの行政評価等を活用した事業事業の改善などの
実施計画レベルのミクロ的な評価を行う「PDCA サイクル」（「計画（Plan）－
実行（Do）－評価（Check）－改善（Action）サイクル」）と総合計画のマクロ
的な評価を行う「PDS サイクル」（「計画（Plan）－実行（Do）－評価（See）」）
を連動させる全体最適の行政組織経営の機能強化が必要です。
さらに、昨今の情勢を鑑み、プロセスを重視する PDCA サイクルだけではな

く、観察や情勢判断を迅速かつ的確に行い、臨機応変に実行する OODA ループ
理論（「観察（Observe）－情勢への適応（Orient）－意思決定（Decide）－行
動（Act）－ループ」）を適用する場面が多くなることが考えられます。
１で示した「人材育成基本方針の全体像」を基礎とし、PDS、PDCA マネジ

メントサイクルにＯＯＤＡループを組み合わせ、組織の目標達成に向け、限ら
れた経営資源である職員一人一人の強みを育て、生かし、その力を結集し、実
践を通じて効率的・効果的に育成していくこととします。

施策評価

事務事業評価
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３ 求められる職員像
時代の変化に的確に対応し、地域の特色を生かした個性ある自立したまちづ

くりを進めるためには、組織の使命を果たすための目標を共有し、職員の創意
工夫による効果的・効率的な行政経営を進めていかなければなりません。
さらに、市民の満足度を高めることのできる人材を育成するためには、公務

員としての責務と倫理観を備えた上での、求められる職員像を明らかにし、す
べての職員が意識の統一を図り、目標に向かって体系的に取り組んでいくこと
が重要です。
そこで、行政経営改革指針で掲げる「職員が大切にする三つの視点」を根底

に置き、廿日市市の将来を見据えて時代に求められる次の五つの職員像を掲げ
ます。

▶ はつかいちに愛着・誇りを持ち、地域に貢献できる職員
〇 廿日市市の文化・歴史・風土に愛着を持ち、そのまちづくりに携わる
ことに誇りを持って取り組むことのできる職員

〇 市民の一員であることを自覚し、まちづくりの担い手としてふさわし
い職員

▶ 市民に信頼される職員
〇 高い「志」と倫理観を持ち、責任を持って日々の仕事を誠実にやり遂
げ、市民から信頼される職員

〇 多様化する市民ニーズを的確にとらえ、常に市民の立場に立って課題
を把握し、市民と協働により課題解決ができる職員

▶ 相手を思いやり、職員や組織の連携を大切にする職員
〇 相手の価値を認め、肯定することで、前向きなエネルギーを創出する
職員

〇 組織の垣根を越え、連携・協力し合い、全体最適の視点で、住民サー
ビス向上のために最善の方法を総合的に判断できる職員

▶ 自ら学び、考え、実践し、成長し続ける職員
〇 前例にとらわれず、将来を見据えた施策を自発的に考え、挑戦する職
員

〇 自身の能力開発に積極的に取り組み、自らの力で未来を切り拓く職員

▶ コスト意識と経営感覚を備えた職員
〇 最少の経費で最大の効果を挙げることを常に意識し、組織の業務改善
や効率化、住民サービスの向上に向けて取り組む職員

○ デジタル技術やＡＩ等を活用し、行政サービスの更なる利便性向上に
つなげる職員
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４ 求められる能力
(1) 職員に求められる能力

職員に求められる能力は、担当する業務内容や職位、職場環境に応じて多
様な内容がありますが、「行政経営改革指針」にある五つのキーワード「信
頼、対話、協働、効率的、進化」を踏まえ、職員に求められる能力は、次の
１２項目とし、階層別に求められる能力を人事評価制度で運用する職位毎に
分類し、７項目とします。

職員に求められる能力 階層別に求められる能力

能力 内容

部長級

次長級

課長級

課長補佐級

係長級 主任級
主任主事級

主事級

規律性

市民から信頼される公務員として、高い倫理観を

備えた上で、服務規律を遵守し、全体の奉仕者と

して、公平、公正に職務を遂行することができる

能力

● ● ● ●

政策形成

能力

廿日市市を取り巻く環境変化、市の経営資源、市

民ニーズを的確に把握した上で、多様な主体との

協働を意識し、全体最適で中・長期的な戦略を考

え、政策形成を行う能力

●

企画力
行政ニーズを的確に把握し、広い視野を持って、

成果を重視した企画立案を行う能力
● ●

取組姿勢

誠実さ、謙虚さ、素直さを持ち、改善工夫、自己研

鑽に努めるなど、前向きに新しい分野へ挑戦する

能力

●

組織運営

能力

部、課、係（グループ）の目標を達成するため、組

織のマネジメントにより総合力を発揮して、成果

を挙げる能力

● ●

責任感
担当する業務について、期限を意識し、責任感を

持って、最後まで業務を遂行する能力
● ●

チーム

ワーク

所属内の業務の繁閑状況に応じて、相互に応援し

合い、風通しの良い組織風土づくりに寄与する能

力

● ●

交渉力・

調整能力

市が抱える課題解決のため、円滑な連携調整、関

係機関との合意形成、相互理解を進められる能力
● ●

対話力
情報を正しく収集・理解等、円滑なコミュニケー

ションを図る能力
● ●

リスク

管理能力

リスクを未然に防ぐため、適切な措置を講じ、ト

ラブル発生時の冷静な対応など、リスク管理を的

確に行える能力

● ● ● ●

業務遂行

能力

最少の経費で最大の効果を挙げるため、市の経営

資源を最大限活用し、計画的・能率的に施策を推

進する能力

● ● ● ●

人材育成

部下の適性・能力を見極め、中・長期的な視点で、

知識、ノウハウ、スキルを伝承し、適切な成長を

促す能力

● ●
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第２章 人材育成基本方針の全体像

(2) キャリアパスのイメージ
行政職昇格モデル（大学卒業後入庁）
大学卒業程度の事務職の試験を合格し、入庁した場合のキャリアパスは次

のとおりです。

※ 当該キャリアパスは、人事配置・人事異動のルールを定めるものではな
く、目安としての年代や職位を示したものです。職員の状況、組織の状況
に応じて、異なる場合があります。

※ それぞれの職位で求められる能力は、(1)で示した「階層別に求められ
る能力」と連動します。

年代 職　位　・　階　層

60
61
62
63
64
65

20代

30代

40代

50代

一
般
職

管
理
職

非
管
理
職

主事級

主任主事級

主任級

係長級

課長補佐級

課長級

次長級

部長級

監
督
職

定年延長後

【将来を担う若手職員のキャリア形成期間】
　■  入庁後の概ね10年を育成期間として設定

 　■原則、入庁後3年は同一職場に配属

 　■育成期間内に原則三つ以上の部署を経験

　■三つの部署の内、市民と直接応対する窓口部門を,

　　原則一つ経験

【キャリアプランの選択】
　■適性、経験等に基づく人事異動、昇任の実施

　　〇ゼネラリスト：幅広い知識と経験を有する人材

　　〇スペシャリスト：特定分野に秀でた人材
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第３章 四つの要素に基づく体系的取組の推進

第３章 四つの要素に基づく体系的取組の推進

単に人事課が職員研修を実施するだけでは、実効性のある人材育成の実現に
は結びつきません。今後の人材育成の推進に必要な取組の方向性として、「人材
マネジメント」の視点に立ち、人材育成の取組を総合的に推進していくために
必要となる要素を四つに分類し、それぞれの「必要な視点」を踏まえ、体系的
に取り組んでいきます。

人材確保

人材育成

職場環境
の整備

適正配置・
処遇

組織力向上の好循環

◆職員採用
求められる職員像の設定

◆魅力発信
選ばれる市役所となるための

魅力発信
◆人材活用
外部人材等の確保、活用

◆組織目標の共有
組織理念（組織目標宣言）の構

築と共有
◆働きやすい職場
誰もが働きやすい職場環境の

整備

◆職場研修、自主研修
職員研修、ＯＪＴの実施

◆人事評価制度
人事評価による管理職等の育

成的関与
◆ソリューションフォーカス
手法の活用
強みや可能性に焦点をあてて

一緒に前進する思考法の共有

◆給与制度
人事評価結果の活用

◆昇任・昇格制度
適正な制度の運用

◆適材適所
適正な配置と処遇

◆女性職員等の活躍
キャリアパスの例示

必要な視点 必要な視点

【取組】
集合研修・オンライン研
修の併用、人事評価面談

【取組】
人事評価、所属長からの
意見、人事異動希望調書

【取組】
デジタル人材（外部人
材）などの確保

必要な視点 必要な視点

【取組】
時間外縮減、
女性活躍、職員アンケート調査
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第３章 四つの要素に基づく体系的取組の推進

１ 人材確保
人材確保は、廿日市市を取り巻く環境、規模など、地域の実情や行政需要

の変化を踏まえ、本市に求められる人物像を明らかにした上で、人材確保策
を検討していくことが重要となります。
本市が掲げる「求められる職員像・能力」に基づき、次の三つの「必要な

視点」を踏まえ、「人材確保」を進めていきます。

必要な視点１－「職員採用」

廿日市市の未来を担う、優れた資質を有する人材を確保するため、「求
められる職員像」を意識し、廿日市市職員としての能力・適性を備えた職
員を確保する必要があります。
そのため、本市の職員採用試験では、面接試験を複数回実施するなど、

本市の「求められる職員像」と合致した人物なのかを見極めるため、人物
重視の職員採用を行っていきます。

必要な視点２－「魅力発信」

前述の職員採用の実施方法に併せ、選ばれる市役所となるため、「廿日市
市の魅力」や「廿日市市で働く」ことについての情報を積極的に発信する
ため、市ホームページやＳＮＳへの掲載、採用説明会の開催、学生向けイ
ンターンシップの受入など、廿日市を愛し、廿日市のまちづくりのために
頑張れる優れた人材の発掘に努めます。

必要な視点３－「人材活用」

少子高齢化の進行、生産年齢人口の減少への対応など、高度化・複雑化
する行政課題に対応するため、外部人材の活用や広域的な人材の活用が必
要となります。
本市においても、行政のデジタル化を進めるため、デジタル専門人材の

活用を行うなど、今後も、外部人材の活用、地域や組織の枠を越えた広域
的な人材の配置や横連携を進めていきます。

※ 求められる職員像【再掲】
▶ はつかいちに愛着・誇りを持ち、地域に貢献できる職員
▶ 市民に信頼される職員
▶ 相手を思いやり、職員や組織の連携を大切にする職員
▶ 自ら学び、考え、実践し、成長し続ける職員
▶ コスト意識と経営感覚を備えた職員
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第３章 四つの要素に基づく体系的取組の推進

２ 人材育成

人材育成は、職員の主体的な取り組みと管理監督者による多様な学習機会

の提供の支援等があいまって、より大きな効果を上げることができます。

組織全体で人を育てる職場環境により、次の三つの「必要な視点」を踏ま

え「人材育成」を進めていきます。

※ 職員研修

研修の３本柱 実施内容

職場内研修

(On-the-Job-

Training：OJT)

日常の職務に関して、上司・先輩職員が部下・後輩職員を「意

図的・計画的・継続的」に指導・育成する「OJT」は、指導を受

ける側を育成するだけでなく、指導する側の指導力・マネジメ

ント能力などを実践的に向上させることができます。

職場外研修

(Off-the-Job-

Training：Off-JT)

職場外研修の効果は、業務に直結する専門的な知識を習得で

きることだけでなく、職場や市役所以外の環境に身を置くこと

で、得ることのできる刺激や経験によって、自ら考え、議論す

ることのできる職員への成長を促すものです。

自主研修（自己啓発）

(Self Development：

SD)

職員個人が、自己の能力開発等の必要性を認識し、自主的・

自発的に学習するもので、その自発的行動や姿勢はすべての研

修の基礎となります。

必要な視点１－職場研修、自主研修

■ 職場内研修（OJT）
職場研修の中でも、日々の業務の中での OJT は、人材育成の中心的役

割を持つもので、職場の上司や先輩が部下や後輩に対して、実務を通し
て、知識、技術、態度等の向上について、意図的、計画的、継続的に指
導・支援することを言います。
また、OJT は、日常的な業務に直結し、指導を受ける職員個人の特性

に応じた、きめ細やかな個別指導が可能であるとともに、特別な経費を
必要としないことから、業務スキルの向上や能力開発においては、人が
人を育てるという意識は、人材育成においては極めて有効な手法であり、
指導する職員のマネジメント能力の向上にもつながります。

■ 職場外研修（Off-JT）
本来の職務を離れ、一定期間集中して行う研修であり、職務を遂行す

る上で必要な高度･専門的な知識・技術を体系的に学習するには効果的な
研修です。
各所属が開催する研修への参加や、階層・職務に合わせて、自治大学

校、市町村アカデミー、国際文化アカデミー、NOMA、広島県自治総合
研修センター等で行われる研修に派遣します。
また、従来の研修機関への派遣に加え、協働によるまちづくりの担い

手としてふさわしい職員を育成するため、職員が地域コミュニティ活動
に実際に参加する「地域コミュニティ活動体験研修」や、派遣先との相
互理解の促進、職員の資質向上を図るため、広島県や国、コミュニティ
活動団体・NPO 法人、民間企業などへの「職員派遣研修」を実施しま
す。

■ 自主研修（SD）
自主研修（自己啓発）は、人材育成の基本です。本人の意欲、主体性

があってはじめて人は成長します。自己啓発、通信教育、自主学習グル
ープ等の活動に対して支援するとともに、職員が自己啓発に取り組みや
すい職場風土の醸成に努めます。
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第３章 四つの要素に基づく体系的取組の推進

第３章 体系的取組の推進
人事評価と人材育成

人材育成基本方針

人事評価制度

人事評価の仕組み

能力評価・業績評価

評価者訓練

評価基準の明示

自己申告、面談、結果の開示

人事評価結果

任用・給与等へ反映

人材育成

◎マネジメント能力の醸成

◎期待する人材像の明示

◎自己申告、面談や評価結果の開示を通じた職員の振り返

り　⇒　やる気の増進、主体的な能力開発

◎人事評価結果を研修制度や計画的な人事異動等と連動さ

えた体系的能力開発　

◎職員の士気の向上

必要な視点２－「人事評価制度」

平成２６年５月１４日に「地方公務員法及び地方独立行政法人の一部を
改正する法律（平成２６年法律第３４号）」が公布され、平成２８年４月か
ら人事評価を実施することが義務付けられました。
人事評価制度は、「任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とするた

め、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把
握した上で行われる勤務成績の評価をいう。」と定義されており、これは、
能力・実績に基づく人事管理を徹底することにより、より高い能力を持っ
た公務員を育成するとともに、組織全体の士気高揚、公務能率の向上を図
ることによって住民サービス向上の土台をつくることをねらいとしていま
す。
本市における人事評価の最大の目的は、職員の人材育成であり、職員の

優劣や給与に差をつけることを目的とした制度ではなく、一定の基準の下
で公正に評価した結果を、地方公務員法の規定に基づき、任用、給与、分
限その他の人事管理の基礎として活用します。

必要な視点３－ソリューションフォーカス手法の活用

目標の達成や問題の解決を目指す際に、「どこがダメなのか（否定要因）」
を追及するよりも、「既にできていることやこれから実行可能なこと（肯
定要因）」に優先的に焦点をあてることにより、創造性や自発性の高い状
態でゴール（解決）に向かえるよう「ソリューションフォーカス」の考え
方や手法を積極的に活用し、多様な個性の人材活用とチーム力アップを図
ります。



- 14 -

第３章 四つの要素に基づく体系的取組の推進

３ 適正配置・処遇
人材育成を効果的に進めていくためには、職員の能力を開発するだけでは

なく、その能力が最大限発揮できる人事管理が必要です。
人事管理上、適正な配置及び処遇を行うことは、組織力の向上や職員本人

のやりがいに直接働くものであり、適正な配置及び処遇によって引き出され
た職員のやりがいや誇りを、さらなる能力開発につなげていくために、次の
三つの「必要な視点」を踏まえ、「適正配置・処遇」を進めていきます。

必要な視点１－給与・昇任・昇格制度

前述の人事評価制度に関連し、職員の給与制度は、職務給の原則に基づ
き、その職務と責任に応じた制度とします。
上位の職位に昇任・昇格し、より困難な業務を担当することは、職員に

とって非常に重要な能力開発の機会です。
本人の意識付けや、やる気を引き上げるため、人事評価の結果等に基づ

き、適正な昇任・昇格制度を運用することで、効果的な人材育成を推進し
ていきます。

必要な視点２－適材適所

次の考え方による職員の適性、職員のキャリアプラン、経験等に基づき

人事異動、昇任等を実施します。

■ 総合（ゼネラリスト）
多様な市民サービスを提供する市役所では、一般的に３～５年の間隔

で行われる人事異動を繰り返しながら、様々な行政分野を経験し、幅広
い知識と技術を習得することが求められています。
当該経験で培われた「知識」と「技術」は、的確な判断力と臨機応変

な対応力につながり、住民サービス向上のための施策を、総合的に判断
し、効果的に推進していくことが可能となります。
特に新規採用職員については、自身の適性を見極める観点からも、市

民対応を行う部署（窓口部門）へ異動し、経験することで、将来のキャ
リアプランを形成する礎となります。

■ 専門人材（スペシャリスト）
前述の「総合（ゼネラリスト）」の対義語となる「専門人材（スペシ

ャリスト）」は、高度化・専門化する行政課題への対応として、将来的
に特定分野に秀でた職員を育成する必要があります。
土木、建築、課税・収納、法務、福祉、戸籍、ICT 分野など高い専門

性が求められている分野については、市職員全体に共通する行政職員と
して必要なスキルを備えた上で、その専門的な資格や技術を職務に十分
に生かせるような人事異動（育成計画）を行うとともに、その能力が時
代の変化に対応できるよう、専門知識の習得支援などを行っていきま
す。
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必要な視点３－女性職員等の活躍

■ 女性職員の活躍
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主

行動計画である「廿日市市職員のワーク・ライフ・バランス推進及び女
性職員の活躍推進に関する行動計画」（計画期間：令和２年度から令和
６年度まで）に基づき、施策の着実な実施に努めます。
〇 妊娠、出産、子育てなど個々の女性職員の事情に応じて個別に育成
方針を立てるなど、柔軟な人事プランを作成し、女性職員の人材育成
に活用します。

〇 女性職員に対する多様なロールモデル、キャリアパスの紹介やメン
ター制度の導入を検討します。

〇 女性幹部職員による女性職員活躍推進講座の実施など、女性職員の
管理職を目指す意識を醸成する取組を検討します。

（参考）
「廿日市市職員のワーク・ライフ・バランス推進及び女性職員の活躍推進

に関する行動計画」に掲げる主な目標

■ 障がいのある職員の活躍
障害者雇用促進法の改正により、厚生労働大臣が作成する指針に即し

て、本市では、令和２年４月１日付けで「廿日市市障がい者活躍推進計
画」（計画期間：令和２年度から令和６年度まで）を策定しました。
この計画に基づき、研修を通じた能力向上や全ての職員の障がいへの

理解の促進、職場環境の整備など、障がいのある職員の活躍推進に向け
た取組を持続的・継続的に推進していきます。

具体的取組 数値目標 H30 年度
実績

R6 年度
目標

女性職員の育成・
配置・登用

女性管理職の割合（保育職、
消防職を除く。） 14.0％ 20.0％

女性職員の採用
計画期間内での女性の土木
職・建築職・消防職の採用者
数

土木 1 人
建築 1 人
消防 1 人

それぞれ
1 人以上

育児休業等の取得
促進 男性の育児休業取得率 13.8% 10%
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【女性職員のキャリアパスイメージ】

※ 当該キャリアパスは、人事配置・人事異動のルールを定めるものではなく、

目安としての年代や職位を示したものです。職員の状況、組織の状況に応じ

て、異なる場合があります。

年代 職　位 ライフイベント 勤務形態
　入庁

　結婚

　　　部分休業

　　　　　ﾘﾓｰﾄﾜｰｸ

　第２子が小学校入学

　　　時差出勤

　第２子が中学校入学

　　　通常勤務

60 　役職定年制の適用
61
62
63
64
65 　定年退職

　　　通常勤務

　　　部分休業

20代

30代

40代

50代

主事級

主任主事級

主任級

係長級

課長
補佐級

課長級

次長級

部長級

定年延長後

第１子出産
育児休業取得

第２子出産
育児休業取得

育児休業復帰前に、人事課主催の

「育児休業取得者支援研修」を受

講し、育休を取得した先輩職員と

の意見交換を行い、職場復帰に向

けた準備を進める。

復帰に合わせ、第１子小学校入学

まで部分休業の申請を行う。

第１子保育園の参観日出席のため、

年次有給休暇を取得し、午後から

参加する。

第２子小学校入学まで部分休業や

リモートワークの申請を行う。

第２子の学童保育の迎えのため、

時差出勤を申請する。

第２子の中学校入学に合わせ、通

常勤務とする。

進路相談等の学校行事に対応する

ため、ポイントでリモートワーク

や時差出勤を申請する。
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第３章 四つの要素に基づく体系的取組の推進

※ その他の取組
すべての職員が自らの希望や特性に応じた働き方を選択し、生き生きと働

ける職場となるよう、ジョブローテーションや、職員個人の意欲、適切な評
価の実施などの制度構築を実施及び検討しながら、より細やかな適材適所の
人事配置を行います。

取組項目 取組内容

ジョブローテーション

の実施

【一般職枠】
入庁後の概ね１０年を育成期間として、原

則、採用後３年は同一職場に配属されます。
育成期間内に少なくとも「三つ以上」の異な

る部署を経験させ、将来を担う若手職員のキ
ャリア形成に努めます。
また、育成期間のうち、原則１回は、市民対

応を行う部署、いわゆる窓口部門へ配属しま
す。
【職務経験者枠】
社会人経験を生かした短期間での公務キャ

リア形成のため、入庁後２年を経過した段階
での異動も行われます。

所属長からの意見聴取 人材育成及び組織体制の確保の観点から、
人事異動に関する意見を各所属長から聴取し
ます。

人事異動希望の聴取 職員の知識、経験及び勤務意欲を十分に発
揮させることができる人事配置を行うため、
職員から人事異動に関する希望を、人事異動
前に聴取します。

希望降任制度 職員本人の病気の治療や家族の介護等によ
り、その職責を果たすことが困難である職員
が降任を希望する場合、個人の能力と意欲に
応じた任用を行うなど、希望降任制度の導入
を検討します。

多面的評価 管理職のマネジメント能力の向上や職場環
境の改善の一環として、部下が上司を、同僚が
同僚を評価するなど、多面的評価の導入を検
討します。

役職定年となった職員

及び再任用職員の活躍

役職定年となった職員及び再任用職員が、
その職員が持つ長年の知識や技能を他の職員
に円滑に継承すると共に、当該職員として求
められる能力や果たすべき役割を認識し、実
践することにより、任期に定めのない職員と
同様に活躍できるよう取り組みます。
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第３章 四つの要素に基づく体系的取組の推進

４ 職場環境の整備

誰もが働きやすい職場環境を整備することは、職員のモチベーションや働
きがい、働きやすさにつながり、また、職場としての魅力を高め、個々のモ
チベーションの向上にもつながります。
多様な人材が働きがいを感じ、健康的で多様な働き方ができるよう、次の

二つの「必要な視点」を踏まえ、「職場環境の整備」を進めていきます。

必要な視点１－組織目標の共有

管理職が作成する組織目標宣言により、組織が目指すべき目標などを組
織全体で共有することで、組織として、一体感のある職場の雰囲気をつく
っていきます。
また、この組織目標を人材育成基本方針、人事評価項目と連動させ、職

員への共有・定着を目指していきます。

必要な視点２－働きやすい職場

■ ワーク・ライフ・バランス
職員が「ワーク・ライフ・バランス」を実現し、その健康が保持さ

れ、仕事、家庭生活、地域生活等が調和した状態を目指すためには、長
時間の時間外勤務の縮減や休暇取得の更なる促進が必要です。
このため、これまでの取組に加えて、勤務時間を管理する立場にある

「所属長の意識改革」を促し、安易な前例踏襲から脱却し、不要不急な
事務・事業の廃止・縮小といった業務の効率化を図ることなどにより、
可能な限り時間外勤務を行わないことや休暇取得促進を目指す「職場風
土の醸成」を図ることにポイントを置いた取組を強化しており、今後も
着実に取り組んでいきます。

■ メンタルヘルス
職員が高い意欲を持って、自らの職務遂行と能力開発に取り組むため

には、その意欲が向上する職場環境の整備が必要となります。中でも職
員が職場生活の中でその能力を十分に発揮していくための基本となる心
身の健康に関する取組は非常に重要です。
職員自らがストレス状態に気づき、適切に対処し、持てる力を十分に

発揮できるよう、メンタルヘルス研修の実施や、相談体制、復職支援の
充実を図ることで、職員の心の健康の保持増進とメンタル不調の防止に
取り組んでいきます。
また、明るく活力に満ちた働きやすい職場を実現するために、職員相

互の円滑なコミュニケーションを取ることのできる職場環境の確保に努
めていきます。

■ 総合的なハラスメント対策の実施
セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントなど、様々なハ

ラスメントは、職員が能力を十分に発揮することの妨げになることはも
ちろん、個人としての尊厳や人格を不当に傷つけるなどの人権に関わる
許されない行為です。
職員全員が、ハラスメントについて理解を深め、その防止策、生じた

場合の対応等を適切に行うことによって、職員が生き生きと仕事を行
い、その能力を十分に発揮できる風通しの良い職場づくりを推進するた
め、本市では、「ハラスメントの防止等に関する要綱」を定め、これに基
づき、具体的事例を用いた研修を実施するなど意識啓発に取り組んでい
きます。
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巻末資料

【巻末資料】

(1) 職位別の役割と主な業務

(2) 階層別能力イメージ図

(3) これまで市が示してきた考え方
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(1) 職位別の役割と主な業務

▷ 経営層

企画 組織マネジメント 予算

主な業務
職位 階層

職名
※一部抜粋

必要な役割
廿日市市決裁規程
（職務権限）

部長級 経営層

【８級】
部長

担当部長
参事
消防長
水道局長

議会事務局長

◆時代の変化に柔軟かつ
弾力的に対応できる体質
を強化するため、職員の
資質の一層の向上と、可
能性・能力を最大限引き
出すことを、経営層とし
て意識する。

◆時代の変化を捉え、政
策責任者として、全国的
な視野で長期戦略を考
え、革新的な政策形成を
行う。

◆市の政策目標を実現す
るため、部の方針を打ち
出すとともに、適切な判
断を行う。

◆部の方針を達成するた
め、広域的・全市的な総
合調整を行い、あらゆる
経営資源を効果的・効率
的に活用する。

◆想定外の事態にも冷静
かつ迅速な判断ができる
よう、リスクマネジメン
トを常に意識する。

（部長の基本的な職務権
限）
第７条　部長は、市長及
び副市長の命を受け、　
直属の局長、支所長、次
長、課長その他の職位
（以下「直属の課長等」
という。）を指揮監督
し、市長が決定した重要
施策に基づき、所管事務
の方針及び基本計画を立
案し、市長及び副市長の
承認を得て、これを所属
職員に周知徹底させ、部
の事務を掌理するととも
に、重要施策の決定につ
いて市長及び副市長を補
佐する。

２　部長は、所管事務を
遂行するため必要な情報
を収集分析し、市長及び
副市長に対し的確な情報
を報告し、意見を述べる
とともに、直属の課長等
に対して必要な情報を指
示伝達する。

３　部長は、所管事務の
遂行について進行状況を
常に把握し、目標と実績
を対比し、必要な調整を
行い、方針及び基本計画
の変更を要するもの又は
異例に属するものについ
ては、その都度、市長及
び副市長に報告し、その
指示を受けなければなら
ない。

４　部長は、直属の課長
等が事務の遂行について
最善の努力を払い、か
つ、有効な方法で執務で
きるよう必要な指導教育
を行わなければならな
い。

５　部長は、所管事務の
執行状況について、整理
要約の上、適時に市長及
び副市長に報告しなけれ
ばならない。

【市政運営会議への参
画】
　市政運営会議における
市の行政運営の基本方針
に関する事項、重要な新
規事業その他重要施策の
策定に関する事項等の審
議・決定への参画（市政
運営会議設置要綱）

【行政経営推進本部会議
への参画】
　行政経営推進本部会議
における行政経営システ
ム改革の推進に関する事
項の審議・決定への参画
（行政経営推進本部会議
設置要綱）

【部局の方針決定】
　市長が決定した重要施
策に基づく所管事務の方
針・基本計画の立案（決
裁規程）

【部局長の組織目標宣言
の作成】
　部長の組織目標宣言の
作成、部内の共有

【市長・副市長の補佐】
　市長及び副市長のマネ
ジメントの補佐

【経営資源の能率的な活
用】
　部の経営資源の把握と
最少の経費で最大の効果
を挙げるマネジメントの
実施（決裁規程）

【所管事務の進行管理】
　所管事務の遂行に係る
進行管理と市長・副市長
への適時の報告等（決裁
規程）

【働きやすい職場づく
り】
　所属職員の指揮監督及
び職員の働きやすい職場
づくり、職員の能力、組
織力の向上の推進（決裁
規程）

【組織連携】
　組織横断的に推進する
施策等の他部局と協議・
調整等の連携

【予算編成方針】
　予算編成方針に基づく
配分予算額、執行体制等
の経営資源を踏まえた部
内の施策、事務事業の方
針決定

【予算要求】
　部内の施策、事務事業
の方針の内容に応じた適
正な予算要求

【予算執行】
　部内業務に関する予算
の適正な執行と管理

企画 組織マネジメント 予算

主な業務
職位 階層

職名
※一部抜粋

必要な役割
廿日市市決裁規程
（職務権限）

次長級 経営層

【７級】
次長

会計管理者
監査委員事務局長

◆部長を補佐するととも
に、必要に応じて代行す
る。

◆部内の改革リーダーと
して、組織を先導する。

◆自らが時代の変化を捉

え、必要に応じて、部の
方針等について部長に進
言等を行う。

◆組織内の力を最大限引
き出せるよう部下職員の
育成・能力開発を行う。

（次長の基本的な職務権
限）
第９条 次長は、上位職
位の命を受け、部長を補
佐し、命ぜられた部の事
務を整理するとともに、
部長が不在のときは、そ
の職務を代理する。

【部局長の事務執行の補
佐等】
上記部長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
部局長の補佐と部長不在
の場合の職務の執行（決
裁規程）

【部局長の事務執行の補
佐等】
上記部長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
部局長の補佐と部長不在
の場合の職務の執行（決
裁規程）

【部局長の事務執行の補
佐等】
上記部長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
部局長の補佐と部長不在
の場合の職務の執行（決
裁規程）
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事業実施 決算 行政評価 議会対応 説明責任・苦情処理 危機管理 人事評価

主な業務

【重要施策】
　市政運営会議、経営会

議等における決定事項に
ついて、課長への指示伝
達、当該事項の執行等

【行政経営システム改
革】
　行政経営推進本部会議

等の行政経営システム改
革に関する決定事項につ
いて、課長への指示伝

達、当該事項の執行等

【指示事項の執行】
　市長、副市長からの指

示事項について、課長へ
の指示伝達、当該事項の
執行等

【進行管理】
　所管事務の執行状況の

把握と必要事項の市長副
市長への報告

【懸案事項】
　部内業務に関する情報
収集と課題・懸案事項の
整理

【決算書等調製】
　部内業務の歳入歳出の

執行結果についての決算
のとりまとめ

【行政評価事務事業優先
度評価】

　行政評価会議における
事務事業優先度評価の実
施

【行政評価の実施】
　ＰＤＳ・ＰＤＣＡマネ
ジメントサイクルに基づ

く部内の事務事業評価の
実施

【行政評価の成果等の把
握】
　部内の事務事業評価の
結果からの成果や実績、

課題の把握

【本会議答弁資料作成】
　本会議での答弁資料の

作成

【本会議答弁】
　本会議における説明員

としての答弁

【議員情報提供】

　議員に対して、所管事
務に関する情報や課題の
提供

【情報提供】
　部内業務に関する市民

等への情報の提供、状況
に応じた説明の実施

【要望、苦情等】

　部内業務に関する市民
からの要望、苦情等への
対応（課長との協議・指

示）

【訴訟等】

　部内業務に関する訴訟
及び不服申立てに関する
事項の市長への報告及び
対応方針の決定

【情報公開請求】
　部内業務に関する市民

からの情報公開請求への
対応

【情報把握】
　部内の発生し得る危機

事象に関する情報の把握
と市長・副市長への報告
及び市長・副市長からの
指示に対する適切な対応

【発生防止策】
　部下（課長）に対し、

危機事象に関する発生防
止策の検討及び準備の指
示

【被害拡大防止】
　危機事象が発生した際
の被害拡大防止及び早期

解決するための部下（課
長）への助言・指示

【再発防止策】
　危機事案発生後の再発
防止策を講ずるための部

下（課長）への助言・指
示

【業績・能力把握】
　部下（課長）の能力や

業績の把握及び適正な人
事評価の実施

【育成指導】

　業績目標や能力評価の
実施を通じた部下（課
長）の育成指導

【士気高揚】
　所属職員の士気の高揚

（積極的な意見聴取）

【率先垂範】
　自己啓発の率先垂範

事業実施 決算 行政評価 議会対応 説明責任・苦情処理 危機管理 人事評価

主な業務

【部局長の事務執行の補
佐等】
上記部長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
部局長の補佐と部長不在
の場合の職務の執行（決
裁規程）

【部局長の事務執行の補
佐等】
上記部長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
部局長の補佐と部長不在
の場合の職務の執行（決
裁規程）

【部局長の事務執行の補
佐等】
上記部長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
部局長の補佐と部長不在
の場合の職務の執行（決
裁規程）

【部局長の事務執行の補
佐等】
上記部長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
部局長の補佐と部長不在
の場合の職務の執行（決
裁規程）

【部局長の事務執行の補
佐等】
上記部長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
部局長の補佐と部長不在
の場合の職務の執行（決
裁規程）

【部局長の事務執行の補
佐等】
上記部長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
部局長の補佐と部長不在
の場合の職務の執行（決
裁規程）

【部局長の事務執行の補
佐等】
上記部長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
部局長の補佐と部長不在
の場合の職務の執行（決
裁規程）
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▷ 管理職層

企画 組織マネジメント 予算

主な業務
職位 階層

職名
※一部抜粋

必要な役割
廿日市市決裁規程
（職務権限）

課長級
（ライン職）

管理職層

【６級】
課長

室長
所長

担当課長

◆時代の変化を捉え、事
業責任者として、多様な

主体との協働を意識し、
全体最適で中期的な戦略
を考えた事業の改革に取

り組む。

◆部の方針に基づき、組
織の目標と課題を明示す
るとともに、必要に応じ

経営層に進言、提案を行
う。

◆課の目標を達成するた
め、市内の団体・他部門

などとの連携、組織のマ
ネジメントにより総合力

を発揮し、成果を挙げ
る。

◆部下職員の将来像を意
識し、中長期的な視点で

育成・支援し、その能力
向上の推進を図る。

（課長の基本的な職務権
限）

第１０条　課長は、部長
の命を受け、直属の課長
補佐、係長その他の職位

（以下「直属の係長等」
という。）を指揮監督

し、部長が決定した部の
所管事務の方針及び基本
計画に基づき、所管事務

の実施計画を立案し、部
長の承認を得て、これを

所属職員に周知徹底さ
せ、課の事務を掌理する
とともに、部の所管事務

の方針及び基本計画の立
案について部長を補佐す

る。

２　幹事課長は、部の主

要事務事業の進行状況、
職員の配置計画、予算の

執行状況等を把握し、部
長の命を受け、部の事務
の調整を行うとともに、

関係各課等と協議し、部
の事務の円滑な推進を図
るものとする。

３　第７条第２項から第

５項までの規定は、課長
の基本的な職務権限につ
いて準用する。この場合

において、「部長」とあ
るのは「課長」と、「方

針及び基本計画」とある
のは「計画」と、「市長
及び副市長」とあるのは

「部長」と、「直属の課
長等」とあるのは「直属

の係長等」とそれぞれ読
み替えるものとする。

【部局の方針等の立案・
補佐】

　部局の所管事務の方針
及び基本計画の立案につ
いての部長の補佐（決裁

規程）

【課の方針決定】
　部長が決定した部の所
管事務の方針及び基本計

画に基づく、課の実施計
画の立案（決裁規程）

【課長の組織目標宣言の
作成】

　課長の組織目標宣言の
作成、課内の共有

【部局長の補佐】
　部局長のマネジメント

の補佐

【経営資源の能率的な活

用】
　課の経営資源の把握と

最少の経費で最大の効果
を挙げるマネジメントの
実施（決裁規程）

【所管事務の進行管理】

　所管事務の遂行に係る
進行管理と部長への適時
の報告等（決裁規程）

【働きやすい職場づく

り】
　所属職員の指揮監督及
び職員の働きやすい職場

づくり、職員の能力、組
織力の向上の推進（決裁

規程）

【組織連携】

　組織横断的に推進する
施策等の他課と協議・調
整等の連携

【予算編成】
　予算編成方針に基づく

配分予算額、執行体制等
の経営資源を踏まえた課
内の施策、事務事業の方

針決定

【予算要求】
　課内の施策、事務事業
の方針の内容に応じた適

正な予算要求

【予算執行】
　課内業務に関する予算
の適正な執行と管理

企画 組織マネジメント 予算

主な業務
職位 階層

職名
※一部抜粋

必要な役割
廿日市市決裁規程
（職務権限）

課長級
(スタッフ職)

管理職層

【上記以外の６級】
企画監
政策監
専門監

事業調整監
技術指導監
主幹

◆課長を補佐するととも
に、必要に応じて代行す
る。

◆自らが時代の変化を捉
え、必要に応じて、課の
目標等について課長に進
言、提案を行う。

◆課の目標・事業の具体
化に向け、課内や関係す
る部門との調整を行う。

◆段取りや手順を整え、
効率的に業務を進める。

◆課長と共に部下職員を
育成し、その能力向上の
推進を図る。

（課長補佐の基本的な職
務権限）
第１１条 課長補佐は、
上級職位の命を受け、課
長を補佐し、命ぜられた
課の事務を整理するとと
もに、課長が不在のとき
は、その職 務を代理 す
る。

【課長の事務執行の補佐
等】
上記課長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
課長の補佐と課長不在の
場合の職務の執行（決裁
規程）

【課長の事務執行の補佐
等】
上記課長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
課長の補佐と課長不在の
場合の職務の執行（決裁
規程）

【課長の事務執行の補佐
等】
上記課長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
課長の補佐と課長不在の
場合の職務の執行（決裁
規程）
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事業実施 決算 行政評価 議会対応 説明責任・苦情処理 危機管理 人事評価

主な業務

【施策、事務事業等】
　所管事務に係る施策、
事務事業等の決定事項つ
いて、係長への指示伝
達、当該事項の執行等

【行政経営システム改革
等】
　所管事務に係る行政経
営システム改革の決定事
項や事務改善事項等につ
いて、係長への指示伝
達、当該事項の執行等

【指示事項の執行】
　部長からの指示事項に
ついて、係長への指示伝
達、当該事項の執行等

【進行管理】
　所管事務の執行状況の
把握と必要事項の部局長
への報告

【懸案事項】
　課内業務に関する情報
収集と課題・懸案事項の
整理

【決算書等調製】
　課内業務の歳入歳出の
執行結果についての決算
のとりまとめ及び部長へ
の報告

【行政評価の実施】
　ＰＤＳ・ＰＤＣＡマネ
ジメントサイクルに基づ
く課内の事務事業評価の
実施

【行政評価の成果等の把
握】
　課内の事務事業評価の
結果からの成果や実績、
課題の把握

【本会議答弁資料作成】
　本会議の部長答弁資料
作成に係る情報収集と作
成支援

【本会議答弁】
　部長の本会議における
答弁の支援

【委員会答弁】
　委員会での所管事務に
関する答弁資料の作成及
び説明員としての答弁

【議員情報提供】
　議員に対して、所管事
務に関する情報や課題の
提供

【情報提供】
　課内業務に関する市民
等への情報提供、状況に
応じた説明の実施

【要望、苦情等】
　課内業務に関する市民
からの要望、苦情等への
対応、部長への報告（部
下との協議・指示）

【訴訟等】
　課内業務に関する訴訟
及び不服申立てに関する
事項の部長への報告及び
対応方針の決定

【情報公開請求】
　課内業務に関する市民
からの情報公開請求への
対応

【情報把握】
　課内の発生し得る危機
事象に関する情報の把握
と部長への報告及び部長
からの指示に対する適切
な対応

【発生防止策】
　部下に対し、危機事象
に関する発生防止策の検
討及び準備の指示

【被害拡大防止】
　危機事象が発生した際
の被害拡大防止及び早期
解決するための部下への
助言・指示

【再発防止策】
　危機事案発生後の再発
防止策を講ずるための対
応、部下への助言・指示

【安全衛生】
　職員等の日常の健康管
理及び職場の整理整頓、
安全衛生並びに良好な業
務環境の維持

【業績・能力把握】
　部下（課員）の能力や
業績の把握及び適正な人
事評価の実施

【育成指導】
　業績目標や能力評価の
実施を通じた部下（課
員）の育成指導

【ＯＪＴ等】
　課内職員の育成のため
の職場内研修（OJT）
の実施
　課内職員の育成のため
の職場外研修参加への配
慮・協力

【コミュニケーション】
　良好な人間関係の構築
に向けた、所属職員との
積極的なコミュニケー
ションの実施（所属職員
の勤務意欲の高揚）

【率先垂範】
　自己啓発の率先垂範

事業実施 決算 行政評価 議会対応 説明責任・苦情処理 危機管理 人事評価

主な業務

【課長の事務執行の補佐
等】
上記課長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
課長の補佐と課長不在の
場合の職務の執行（決裁
規程）

【課長の事務執行の補佐
等】
上記課長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
課長の補佐と課長不在の
場合の職務の執行（決裁
規程）

【課長の事務執行の補佐
等】
上記課長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
課長の補佐と課長不在の
場合の職務の執行（決裁
規程）

【課長の事務執行の補佐
等】
上記課長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
課長の補佐と課長不在の
場合の職務の執行（決裁
規程）

【課長の事務執行の補佐
等】
上記課長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
課長の補佐と課長不在の
場合の職務の執行（決裁
規程）

【課長の事務執行の補佐
等】
上記課長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
課長の補佐と課長不在の
場合の職務の執行（決裁
規程）

【課長の事務執行の補佐
等】
上記課長級の主な業務

のうち、所管事務に係る
課長の補佐と課長不在の
場合の職務の執行（決裁
規程）
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▷ 監督職層

企画 組織マネジメント 予算

主な業務
職位 階層

職名
※一部抜粋

必要な役割
廿日市市決裁規程
（職務権限）

課長補佐級
(ライン職)

課長補佐級
(スタッフ職)

係長級

（ライン職)

監督職層

【５級】
課長補佐

主任専門員(GL)
主任企画員(GL)
次長補佐

室長補佐
調整監

主査

【４級】

係長
専門員(GL)

企画員(GL)

◆行政ニーズの変化を捉
え、業務責任者として、

多様な主体との協働、庁
内協働を意識し、成果を

重視した業務改善に取り
組む。

◆課の目標達成に必要な
計画立案や課題解決を行

うとともに、必要に応じ
て上司に進言を行う。

◆庁内の関連組織と調整
し、係のチームワークで
効果的・効率的に課の目

標を達成する。

◆計画的に業務を進め、
担当業務全体のチェック
を行い、確実に業務を遂

行できるよう進行管理を
行う。

◆上司、部下等と円滑な
コミュニケーションをと

り、協力的な関係を構築
する。

◆部下の能力を適切に把
握し、成長につながるア

ドバイスを行い、自学の
精神を育む。

（係長の基本的な職務権
限）

第１２条　係長（グルー
プリーダー業務に従事し

ている者を含む。以下同
じ。）は、課長の命を受
け、課長が決定した課の

所管事務の実施計画に基
づき、所管事務の具体的

かつ細目的な計画を立案
し、課長の承認を得て、
これを所属職員に周知徹

底させ、係の事務を掌理
するとともに、課の所管
事務の実施について課長

を補佐する。

２　幹事課長があらかじ
め指定する係長は、幹事
課長の命を受け、第１０

条第２項に規定する幹事
課長の職務権限に属する

事務の執行を補佐し、部
内の調整を行う。

３　第７条第２項から第
５項までの規定は、係長

の基本的な職務権限につ
いて準用する。この場合
において、「部長」とあ

るのは「係長」と、「方
針及び基本計画」とある

のは「計画」と、「市長
及び副市長」とあるのは
「課長」と、「直属の課

長等」とあるのは「所属
職員」とそれぞれ読み替

えるものとする。

【課の方針等の立案・補
佐】

　課の所管事務の方針及
び基本計画の立案につい

ての課長の補佐（決裁規
程）

【係の計画の立案】
　課長が決定した課の所

管事務の実施計画に基づ
く、係の計画の立案（決
裁規程）

【組織目標の共有】
　課長の組織目標宣言の

作成支援、係内の共有

【課長の補佐】
　課長のマネジメントの

補佐

【経営資源の把握及び業
務分担】
　係員の特性や能力の把

握及び適正な業務分担の
実施

【所管事務の進行管理】
　所管事務の遂行に係る

進行管理と課長への適時
の報告等（決裁規程）

【働きやすい職場づく
り】

　所属職員の指揮監督及
び職員の働きやすい職場
づくり、職員の能力、組

織力の向上の推進（決裁
規程）

【組織連携】
　組織横断的に推進する

事務事業等の他部署と協
議・調整等の連携

【予算編成】
　予算編成方針に基づく

配分予算額、執行体制等
の経営資源等を踏まえた

係内の施策、事務事業の
方針決定

【予算要求】
　係の事務事業の事業費

に応じた適正な見積り、
予算要求

【予算執行】
　係内業務に関する予算
の適正な執行と管理
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事業実施 決算 行政評価 議会対応 説明責任・苦情処理 危機管理 人事評価

主な業務

【施策、事務事業等】
　所管事務に係る施策、
事務事業等の決定事項つ
いて、部下への指示伝
達、当該事項の執行等

【行政経営システム改革
等】
　所管事務に係る行政経
営システム改革の決定事
項や事務改善事項等につ
いて、部下への指示伝
達、当該事項の執行等

【指示事項の執行】
　課長からの指示事項に
ついて、部下への指示伝
達、当該事項の執行等

【知識・スキルの習得】
　担当業務を正確かつ効
率的に実施するための必
要な知識・スキルの習得

【執行状況】
　所管事務の執行状況の
把握と必要事項の課長へ
の報告

【懸案事項】
　課内業務に関する情報
収集と課題・懸案事項の
整理

【課題解決等】
　課長が行う課運営への
積極的な協力及び課の課
題解決への率先した取組
の実施

【決算書等調製】
　係内業務の歳入歳出の
執行結果についての決算
のとりまとめ及び課長へ
の報告

【行政評価の実施】
　ＰＤＳ・ＰＤＣＡマネ
ジメントサイクルに基づ
く係内の事務事業評価の
実施

【行政評価の成果等の把
握】
　係内の事務事業評価の
結果からの成果や実績、
課題の把握

【本会議、委員会資料作
成補助】
　課長の指示による本会
議及び各委員会における
答弁資料作成のための情
報収集と資料の作成補助

【議員情報提供】
　課長の指示による議員
に対しての所管事務に関
する情報の提供

【情報提供】
　課長の指示のほか、係
内業務に関する情報の提
供と、状況に応じた説明
の実施

【要望、苦情等】
　係内業務に関する市民
からの要望、苦情等の把
握及び課長への報告
　市民からの要望、苦情
等に対する課長の指示を
受けての対応

【訴訟等】
　係内業務に関する訴訟
又は不服申立てに対する
課長の指示を受けての対
応

【情報把握】
　係内業務で発生し得る
危機事象に関する情報の
把握と課長への報告

【発生防止策】
　課長との協議による危
機事象発生時の防止への
対応

【被害拡大防止】
　課長との協議による危
機事象発生時の被害拡大
防止及び早期解決のため
の対応

【再発防止策】
　危機事案発生後の再発
防止策を講ずるため対
応、部下への助言・指示

【安全衛生】
　係員の日常の健康管理
及び職場の整理整頓、安
全衛生並びに良好な業務
環境の維持

【業績・能力把握】
　係内職員の能力や業績
の把握及び適正な人事評
価の実施

【ＯＪＴ等】
　課長を補佐し、充実し
た職場内研修（OJT）の
推進
　係内職員の育成のため
の職場外研修参加への配
慮・協力

【育成指導】
　業績目標や能力評価の
実施を通じた部下（課
長）の育成指導

【自己評価】
　自身の業務能力や業務
目標達成状況の把握及び
適切な自己評価の実施

【コミュニケーション】
　良好な人間関係の構築
に向けた所属職員との積
極的なコミュニケーショ
ン実施（所属職員の勤務
意欲の高揚）

【率先垂範】
　自己啓発の率先垂範
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▷ 一般職層（係長級（スタッフ職）、主任級）

企画 組織マネジメント 予算 事業実施

主な業務
職位 階層

職名
※一部抜粋

必要な役割

係長級
(スタッフ職)

一般職層
【４級】
専門員
企画員

◆現場起点で課題を発見
し、その課題解決に向け
た業務改善に取り組む。

◆行政のプロとして専門
的な知識又は経験を必要
とする担当業務を的確か
つ効率的に遂行する。

◆後輩職員に必要なアド
バイスを行うとともに、
状況に応じて業務の応援
をする。

【企画等の提案】
　担当する事務事業に関
する新たな企画、改革改
善、組織目標等について
の係長への提案

【係長の補佐】
　係長のマネジメントの
補佐

【予算編成】
　予算編成方針に基づく
配分予算額、執行体制等
の経営資源等を踏まえた
係内の施策、事務事業の
方針決定に係る係長の補
佐

【予算要求】
　係の事務事業の事業費
に応じた適正な見積り、
係長への報告

【予算執行】
　係内業務に関する予算
の適正な執行と管理

【業務遂行】
　係内業務のうち、高度
な業務の遂行

【課題解決等】
　係長を補佐し、係長が
行う係運営への積極的な
協力及び係の課題解決へ
の率先した取組の実施

【知識・スキルの習得】
　担当業務を正確かつ効
率的に実施するための係
内業務全般に関する知
識・スキルの習得

【情報収集等】
　係内業務全般に関する
情報収集と係長への報告

【進行管理】
　係内業務全般の進捗状
況と課題の係長への報告

【組織間連携】
係内業務の円滑な執行の
ための他係との関係事項
についての協議・調整

【懸案事項】
　課内業務に関する情報
収集と課題・懸案事項の
整理

企画 組織マネジメント 予算 事業実施

主な業務
職位 階層

職名
※一部抜粋

必要な役割

主任級 一般職層
【３級】
主任

◆現場起点で課題を発見
し、その課題解決に向け
た業務改善に取り組む。

◆行政のプロとして専門
的な知識又は経験を必要
とする担当業務を的確か
つ効率的に遂行する。

◆後輩職員に必要なアド
バイスを行うとともに、
状況に応じて業務の応援
をする。

【企画等の提案】
　担当する事務事業に関
する企画、事務改善、組
織目標等についての係長
への提案

―

【予算編成】
　係長の包括的な指示の
もと、担当する事務事業
について、今年度の状況
や次年度の計画等からの
次年度の事業費の予測、
係長への報告

【予算要求】
　係長の包括的な指示の
もと、事務事業の事業費
に応じた担当事務事業の
見積り、係長への報告

【予算執行】
　担当する業務に関する
予算の適正な執行

【業務遂行】
　係長の包括的な指示の
もと、応用判断が必要な
業務の遂行

【知識・スキルの習得】
　担当業務を正確かつ効
率的に実施するための必
要な知識・スキルの習得

【情報収集等】
　担当する業務に関する
情報収集と係長への報告

【進行管理】
　担当する業務の進捗状
況と課題の係長への報告
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決算 行政評価 議会対応 説明責任・苦情処理 危機管理 人事評価

主な業務

【決算書等調製】
　係長を補佐し、係内業
務に関する歳入歳出の執

行結果のとりまとめ及び
係長への報告

【行政評価の実施】
　ＰＤＳ・ＰＤＣＡマネ
ジメントサイクルに基づ

く所管事務の事務事業評
価の実施

【行政評価の成果等の把
握】
　所管事務の事務事業評

価の結果からの成果や実
績、課題の把握

【本会議、委員会資料作
成補助】
　係長からの指示の他、

本会議及び委員会におけ
る答弁資料としての係内
業務全般に関する情報の

収集及び係長への報告と
資料作成の補助

【情報提供】
　係長の指示の他、市民
に対する係内業務に関す

る情報の提供と状況に応
じた説明の実施

【要望、苦情等】
　係内業務に関する市民
からの要望、苦情等の把

握と係長への報告
　市民からの要望、苦情
等に対する係長の指示を

受けての対応

【訴訟等】
　係内業務に関した訴訟
又は不服申立てに対する

係長の指示を受けての対
応

【情報公開請求】
　係内業務に関した情報
公開の請求に対する係長

の指示を受けての対応

【情報把握】
　係内業務で発生し得る
危機事象に関する情報の

把握と課長への報告

【発生防止策】

　係長と協議による危機
事象の発生防止への対応

【被害拡大防止】
　係長と協議による危機
事象発生時の被害拡大防

止、早期解決のための対
応

【再発防止策】
　危機事案発生後の再発

防止策を講ずるため対応

【安全衛生】

　係員の日常の健康管理
及び職場の整理整頓、安
全衛生並びに良好な業務

環境の維持

【自己評価】
　自身の業務能力や業務
目標達成状況の把握及び

適切な自己評価の実施

【自己研鑽】

　職場内（OJT）、職場
外研修への積極的な参加

【知識の習得・スキルの
向上】
　係内の業務に関する知

識の習得や技術の向上、
情報の把握

【コミュニケーション】
　良好な人間関係の構築

に向けた積極的なコミュ
ニケーション実施

【育成指導】
　係長を補佐し、係員の
指導・育成の実施

決算 行政評価 議会対応 説明責任・苦情処理 危機管理 人事評価

主な業務

【決算事務】
　係長の包括的な指示の
もと、担当業務に関する
歳入歳出の執行結果のと
りまとめ及び係長への報
告

【事務事業の振り返り】
　担当する事務事業を振
り返り、成果やコスト、
課題等の係長への報告

【本会議、委員会資料作
成補助】
　係長からの指示のほ
か、本会議及び委員会に
おける答弁資料としての
担当業務に関する情報の
収集及び係長への報告

【情報提供】
　係長の包括的な指示の
もと、市民に対する担当
業務に関する情報の提供
と説明の実施

【要望、苦情等】
　担当業務に関する市民
からの要望、苦情等の把
握と係長への報告
　市民からの要望、苦情
等に対する係長の指示を
受けての対応

【情報把握】
　担当業務で発生し得る
危機事象に関する情報の
把握と係長への報告

【発生防止策】
　係長の指示による危機
事象の発生防止への対応

【被害拡大防止】
　係長の指示による危機
事象発生時の被害拡大防
止、早期解決のための対
応

【自己評価】
　自身の業務能力や業務
目標達成状況の把握及び
適切な自己評価の実施

【自己研鑽】
　職場内（OJT）、職場
外研修への積極的な参加

【知識の習得・スキルの
向上】
　担当業務に関する知識
の習得や技術の向上

【育成指導】
　業務初心者に対する積
極的な指導・助言
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▷ 一般職層（主任主事級、主事級）

企画 組織マネジメント 予算 事業実施

主な業務
職位 階層

職名
※一部抜粋

必要な役割

主任主事級
主事級

一般職層

【３級】
主任主事

【２級・１級】
主事

◆担当業務に必要な知識
と技術を習得し、確実か
つ迅速に遂行する。

◆市民視点で課題の発見
に努め、解決する方策を
考え、上司に提案する。

◆上司、同僚と円滑なコ
ミュニケーションをと
り、協力して業務を効率
的に遂行する。

◆意欲的に業務に取り組
み、担当業務の改善、工
夫をする。

【企画等の提案】
　担当する事務事業に関
する企画、事務改善、組
織目標等についての係長
への提案

―

【予算編成】
　係長の具体的な指示の
もと、担当する事務事業
について、今年度の状況
や次年度の計画等からの
次年度の事業費の予測、
係長への報告

【予算要求】
　係長の具体的な指示の
もと、事務事業の事業費
に応じた担当事務事業の
見積、係長への報告

【予算執行】
　担当する業務に関する
予算の適正な執行

【業務遂行】
　係長の具体的な指示の
もと、定型的な業務の遂
行

【知識・スキルの習得】
　担当業務を正確かつ効
率的に実施するための必
要な知識・スキルの習得

【情報収集等】
　担当する業務に関する
情報収集と係長への報告

【進行管理】
　担当する業務の進捗状
況と課題の係長への報告
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決算 行政評価 議会対応 説明責任・苦情処理 危機管理 人事評価

主な業務

【決算事務】
　係長の具体的な指示の
もと、担当業務に関する
歳入歳出の執行結果のと
りまとめ及び係長への報
告

―

【本会議、委員会資料作
成補助】
　係長の具体的な指示の
もと、本会議及び委員会
における答弁資料として
の担当業務に関する情報
の収集及び係長への報告

【情報提供】
　係長の具体的な指示の
もと、市民に対する担当
業務に関する情報の提供
と説明の実施

【要望、苦情等】
　担当業務に関する市民
からの要望、苦情等の把
握と係長への報告
　市民からの要望、苦情
等に対する係長の指示を
受けて対応

【情報把握】
　担当業務で発生し得る
危機事象に関する情報の
把握と係長への報告

【発生防止策】
　係長の指示による危機
事象の発生防止への対応

【被害拡大防止】
　係長の指示による危機
事象発生時の被害拡大防
止、早期解決のための対
応

【自己評価】
　自身の業務能力や業務
目標達成状況の把握及び
適切な自己評価の実施

【自己研鑽】
　職場内（OJT）、職場
外研修への積極的な参加

【知識の習得・スキルの
向上】
　担当業務に関する知識
の習得やスキルの向上
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(2) 階層別能力イメージ図

【各職位において求められる能力】

※ ①規律性、⑩リスク管理能力、⑪業務遂行能力は、全職位に必要な能力
※ 上位職に求められる能力は、下位職で求められる能力の上位互換であり、
破線の部分についても能力を有しているものとします。
【②政策形成能力】 ― 「③企画力」、「④取組姿勢」
【⑤組織運営能力】 ― 「⑥責任感」、「⑦チームワーク」
【⑧交渉力・調整能力】 ― 「⑨対話力」

部長級

次長級

課長級

課長補佐級

係長級 主任級
主任主事級

主事級

● ● ● ●

●

● ●

●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ● ● ●

● ● ● ●

● ●

① 規律性

②政策形成能力

③ 企画力

④ 取組姿勢

⑤ 組織運営能力

⑥ 責任感

⑦ チームワーク

⑧ 交渉力・調整能力

⑨ 対話力

⑩ リスク管理能力

⑪ 業務遂行能力

⑫ 人材育成



- 31 -

(3) これまで市が示してきた考え方

行政を取り巻く環境が大きく変化する中、市民に満足される質の高い行政

サービスを提供していくために、これまで、様々な計画等で、職員が持つべ

き大切な視点や考え方、取組を示しています。

策定年月 内 容

平成１９年 ▶廿日市市行政経営改革大綱

市民満足度の最大化をめざす改革視点

「信頼、対話、協働、効率化、進化」

平成２１年 ▶第５次総合計画基本構想

○都市像：世界遺産を未来につなぎ、多彩な暮らしと文化を育む都市・

はつかいち

○経営目標１ 市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまち

に

○経営目標２ ムダ・ムリ・ムラをなくし、みんなが元気な市役所に

平成２４年４月 ▶廿日市市協働によるまちづくり基本条例

○市民と市が信頼関係のもとに協力し合うまちづくりの基本的なルール

○市の責務：市民が積極的にまちづくり活動に取り組めるような環境を

整備すること

○職員の責務：自らも市民の一員であることを自覚し、まちづくり活動

への積極的な参加に努める

平成２５年３月 ▶廿日市市行政経営改革指針

【進化する行政経営】

『現場起点による協働型の行政経営へ（庁内協働、庁内分権の推進）』

平成２７年３月 ▶廿日市市人材育成基本方針

〇採用・配置・能力開発・評価などの人事諸制度の活用

〇計画的、総合的な人材育成の取組

平成２８年３月 ▶第６次廿日市市総合計画基本構想

【まちづくりの基本理念】

『市民一人ひとりが幸せに暮らせるまちづくり』

【将来像】

『挑戦！豊かさと活力あるまちはつかいち～夢と希望をもって世界へ～』

令和２年４月 ▶廿日市市職員のワーク・ライフ・バランス推進及び女性職員の活躍推進に

関する行動計画

【計画の基本的な視点】

『職員のワークライフバランスの推進』、『女性職員の活躍推進』等

令和３年３月 ▶廿日市市協働によるまちづくり推進計画（第３期）

【施策の方向性】

『協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の育成』

令和３年６月 ▶廿日市市行政経営改革指針

【行政経営の共通の理念】 『すべては市民のために』

【行政経営のあるべき姿】 『信頼、対話、協働、効率的、進化』

【職員が大切にする視点】 『成果重視、全体最適、現場起点』

令和３年７月 ▶第６次廿日市市総合計画後期基本計画

▶廿日市市中期財政運営方針

【財政運営の基本的な方針】

『事業の選択と集中によるメリハリのある財政運営』

▶廿日市市定員管理計画

【基本方針】 『時代に合った執行体制の整備』、『職員数の最適化』


